
防 監 総 第 ８ １ 号 
２ ８ ． ６ ． ２ ４ 

一部改正 防 監 総 第 １ ８ 号 
２ ９ ． ３ ． １ 

一部改正 防 監 総 第 １ ０ ５ 号 
令和２年８月１８日 

一部改正 防 監 総 第 １ ５ １ 号 
令和２年１２月２５日 

一部改正 防 監 総 第 ３ ２ 号 
令和５年３月３１日 

 
 
 各物品供用官 殿  
 
 

物 品 管 理 官  
防衛監察本部総務課長  

                     （公 印 省 略）  
 
 
 

防衛監察本部の物品管理に関する達の実施について（通知）  
 
 
 標記について、下記のとおり定めたので通知する。  
 なお、防監物管第３号（２０．４．１）は、廃止する。  
 

記  
 
１ 消耗品の範囲  
  防衛監察本部の物品管理に関する達（平成１９年防衛監察本部達第１３号。

以下「達」という。）第４条の規定による消耗品の範囲は、別表第１のとおり

とする。  
 
２ 物品の分類及び番号等の表示  
（１）達第５条の規定による物品の分類及び番号等の表示については、物品標

示票（別記第１号様式）によるものとし、物品供用官は、供用された物品の

うち非消耗品にちょう付しなければならない。ただし、物品標示票をちょ

う付することができないもの又は適当でないものについては、物品管理官

の指示によるものとする。  
（２）物品標示票に記載する物品番号等は別表第２によるものとし、物品管理

官が付与するものとする。  



 
３ 物品の調達等の手続  
（１）物品供用官は、物品の調達、役務の調達を必要とする場合は、調達要求 

書（別記第２号様式）を１部作成し、物品管理官に提出するものとする。た

だし、物品管理官が一括して調達する物品等については、この限りではな

い。  
（２）物品供用官は、前号の調達要求書を事前に物品管理官と調整のうえ、提出

するものとする。  
（３）物品供用官は、前号の調達要求の内容が次に掲げる区分に該当する場合

は、それぞれ当該区分に定める仕様書等を調達要求書に添付するものとす

る。  
   ア 市販品になく製造を要する物品を調達する場合  
     当該物品に関する仕様書又は図面  
   イ 役務の調達の場合  
     仕様書及び必要に応じて図面  
   ウ 物品の修理の場合  
     修理記録簿（別記第３号様式）及び必要に応じて仕様書又は図面  
（４）物品供用官は、調達要求書の提出に当たっては、特定の業者選定にならな

いよう、また、特定の銘柄を指定しないものとし、物品の調達の場合は、調

達要求書の規格欄に複数のカタログ製品名を記載し、「又は同等以上のも

の（他社の製品を含む。）」と付記する。  
ただし、業務遂行の必要性から真に止むを得ず特定の銘柄等を指定する場

合は、その理由を明らかにした書類（機能性能仕様書及びカタログ仕様書の

記載要領について（経装第１４４４０号。２２．１１．２２）において定め

る「製品指定理由書」又は「調査結果報告書」）を添付するものとする。  
 
４ 管理換の手続  
（１）不用の決定理由が防衛省所管物品管理取扱規則（平成１８年防衛庁訓令

第１１５号。以下「訓令」という。）第３０条第１項第１号に該当する場合

は、不要の決定に先立ち、当該物品の利活用を図る観点から、防衛省本省の

内部部局、防衛大学校、防衛医科大学校、防衛研究所、統合幕僚監部（統合

幕僚学校及び自衛隊サイバー防衛隊を含む。）、陸上自衛隊、海上自衛隊、

航空自衛隊、情報本部、地方防衛局及び防衛装備庁に対し管理換えの照会

を行うものとする。ただし、特定機関と事前調整している場合は、物品供用

官から指定された照会先とする。  
（２）物品供用官は、達第１０条の規定により物品管理官に管理換の手続を依

頼するときは、管理換協議依頼書(別記第４号様式)を作成し、物品管理官

に提出するものとする。 
（３）物品管理官は、管理換の協議を行うときは、管理換協議書(別記様式第４）

を作成し、相手方の物品管理官等に送付するものとする。 
 



（４）物品管理官は、管理換の協議が成立した後、訓令第１８条第２項第１号又

は第２号に規定する管理換の承認を受けるものとする。  
（５）物品管理官は、供用中の物品を管理換する場合は、管理換票（訓令別記様

式第３５）を３部作成して物品供用官に送付するものとする。  
（６）物品供用官は、前号の管理換票に所要事項を記載し、１部を返納命令の証

書として保存し、２部を物品管理官に返却するものとする。  
（７）物品管理官は、返却された管理換票のうち、１部を管理換の証書として保

存し、１部を相手方の物品管理官等に送付するものとする。  
（８）第１号から第３号の手続の後、他の物品管理官等から管理換を受ける場

合は、物品管理官は、相手方の物品管理官等から送付された管理換票に所

要事項を記載し、受領命令の証書として物品供用官に送付するものとする。 
（９）物品供用官は、送付された管理換票に所要事項を記載し保存するととも

に、当該管理換票を物品管理官に送付するものとする。  
 
５ 寄附受の手続  
（１）物品管理官は、寄附物品を受け入れる場合、受払書（訓令別記様式第４

１）を２部作成し、物品供用官に送付するものとする。  
（２）物品供用官は、前号の受払命令書に所要事項を記入し、１部を受領命令の

証書として保存し、１部を物品管理官に返却するものとする。 
 
６ 不要決定の基準  

達第１４条に規定する不用の決定をする場合の基準は、別表第３に掲げる

区分に応じた内容に該当する物品とする。  
 
７ 不用決定の手続  
（１）物品供用官は、達第１４条第１項の規定により物品管理官に報告すると

きは、返納票（訓令別記様式第３７）を２部作成し、物品管理官に送付する

ものとする。 
この場合において、達第１４条第２項に規定する当該物品の不用の決定の

審査のために添付する資料の様式は、別記第５号様式から別記第７号様式と

し、次のアからウに示す資料を添付するものとする。 
ア 不要の決定理由が訓令第３０条第１項第２号のうち修理不能品又は

第３号に該当する場合は、修理不能の見積書又は修理費用の見積書 
イ 不要の決定理由が訓令第３０号第１項第１号又は第２号のうち陳腐

化物品に該当する場合は、理由書 
ウ 不要の決定理由が訓令第３０号第１項第１号に該当する場合は、管

理換等の照会及び回答文書 
（２）物品管理官は、前号の返納票に所要事項を記載し、１部を受入れの証書と

して保存し、１部を返納命令の証書として物品供用官に返却するものとす

る。  
 



８ 調達物品の受領の手続  
（１）物品管理官は、調達物品を受領するにあたり、契約担当官等から所要事項

が記載された納品書（訓令別記様式第３８）を３部受領するものとする。  
（２）物品管理官は、前号の納品書に所要事項を記載し、物品供用官に送付する

ものとする。  
 （３）物品供用官は、物品管理官から送付された納品書に所要事項を記載し、

１部を受領命令の証書として保存し、２部を物品管理官に返却するものと

する。  
 
９ 供用の手続  
（１）物品供用官は、物品の払出請求を、毎月１５日（１５日が休日の場合はそ

の前日）までに行うものとする。ただし、物品管理官が必要と認めた場合

は、この限りではない。  
（２）物品供用官は、前号の請求を行う場合は、供用票（訓令別記様式第３６）

を２部作成し、物品管理官に送付するものとする。  
（３）物品管理官は、前号の供用票に所要事項を記入し、１部を供用の証書と 

して保存し、１部を受領命令の証書として物品供用官に返却するもの    

とする。  
 
１０ 返納の手続  
（１）物品供用官は、物品を返納する場合は、返納票（訓令別記様式第３７）を

２部作成し、物品管理官に送付するものとする。  
（２）物品管理官は、前号の返納票に所要事項を記入し、１部を受入れの証書と

して保存し、１部を返納命令の証書として物品供用官に返却するものとす

る。  
 
１１ 供用換の手続  
（１）供用換を行う場合は、供用換を受ける物品供用官が供用換票（訓令別記様

式第３５）を３部作成し、物品管理官に送付するものとする。  
（２）物品管理官は、前号の供用換票に所要事項を記入し、１部を供用換の証書

として保存し、２部を返納命令又は受領命令の証書として関係する    

物品供用官に送付するものとする。  
 
１２ 引渡及び返却の手続  
（１）物品管理官は、修理等のため物品を修理等業者に引き渡す場合は、受領書

（訓令別記様式第３９）を３部作成し、物品供用官に送付するものとする。 
（２）物品供用官は、前号の受領書に所要事項を記入し、物品を引き渡す際、

１部を物品とともに修理等業者に手交し、１部を払出命令の証書として保

存し、１部を物品管理官に送付するものとする。  
（３）修理等のために修理等業者に引き渡した物品を受け入れる場合は、物品

管理官は、検査員による検査終了後、返品書（訓令別記様式第４０）を３部



作成し、物品供用官に送付するものとする。  
（４）物品供用官は、前号の返品書に所要事項を記入し、返品の際、修理等業者

から引渡者印を徴し、１部を修理等業者に手交し、１部を受入命令の証書

として保存し、１部を物品管理官に送付するものとする。  



別表第１  
 
 
 

消 耗 品 の 範 囲  
 
 

 

   項  目  

 

      内              容  
 

 

 

 

 

 

  消 耗 品  

   
 
 
 
 
 
 

 

  １ 取得価格が２万円未満の物品  

  ２ 原形のまま比較的長期の反復使用に耐えられない  

  物品（陶器、ガラス製品等）  

  ３ 使用することによって消耗する物品（電池、フロ  

  ッピーディスク等）  

  ４ 主に他の物品の利用を継続的に助け、保護するた  

  めの物品（プリンター用消耗品、シーツ等）  

  ５ 雑誌、図書類  
 

      ただし、物品管理官が物品管理上、消耗品として取扱

うに不適切と認めたものについては、非消耗品として取

扱うものとする。  
 

 



別表第２ 

 

 

 

物 品 分 類 番 号 表 

 

 

 

       物  品  分  類 

 

     分 類 番 号 

 

      椅 子 類 

      机   類 

      箱  棚  台  類 

      印 章 類 

      車 両 類 

      車両雑具類 

        医療用具類 

       事務用機械器具類 

        文 具 類 

        印刷製本用具類 

        音響照明用具類 

        写真光学用具類 

    測定用具類 

    時計類 

    装飾造作用具類 

    寝具被服類 

    段冷房用具類 

    工作木工器具類 

    清掃用具類 

    衛生用具類 

        ちゅう具類 

    レクリエーション用具類 

    雑 具 類 

 

 

       １ 

      ２ 

       ３ 

      ４ 

       ５ 

        ６ 

      ７ 

      ８ 

      ９ 

           10 
           11 
           12 
           13 
           14 
           15 
           16 
           17 
           18 
      19 
           20 
           21 
           22 
           23 
 

 

備考：物品番号は、次の方式により付与する。 

 

（分類番号）  － （品目番号）  － （整理番号） 

 
 



別表第３ 

 

 

 

物品の不要の決定をする場合の基準  
区  分 該当する物品 

供用の必要のない物品で管理

換若しくは分類換又は解体によ

り適切な処理ができない物品 

本来使用対象とされていた事務又は事

業が終了したことにより、本来の目的に

従った供用及び処分の必要がなくなった

場合において、分類換又は管理換しよう

としても、そのあてがなく、当該物品の

効率的な利用ができない物品 

 供用することができない物品  経年変化又は著しい損傷等により機能

回復できない修理不能物品及び陳腐化が

著しく、業務遂行上、当該物品の効率的

な利用ができない物品 

 修理又は改造に多額の費用を

要する物品 

 修理又は改造の費用が、おおむね新品

取得価格の６０％以上と見積もられる物

品 

 

 



別記第１号様式

会 計 名

分 類 、 細 分 類

種類、品目、細目

整 理 番 号

取 得 年 月 日

備 考

物　品　標　示　票

（　官　署　名　）　物　品　標　示　票



別記第２号様式

監　－　　　－　
令和　　   年   　　  月   　　  日

○○○○○　  殿

物品管理官

     下 記 物 品 を 調 達 さ れ た い 。
課

長

課

長

補

佐

会

計

係

長

係

員

課長

単価 概算金額

小計

消費税

合計

  備考：１． ※印は物品供用官が記入する。

          ２． 希望納期の（  ）欄は、会計係において記入する。

　※ 役務調達要求書として使用する場合は「物品（の、を）調達」を「役務（の、を）調達」に修正する。
  ※ 物品修理要求書として使用する場合は「物品（の、を）調達」を「物品（の、を）修理」に修正する。
  ※ その他文言の修正が適当と考えられる場合は、会計係に相談の上、適宜文言を修正のうえ使用する。

物 品 調 達 要 求 書

（令和      年      月      日受付）

予   算   科   目 予 算 額 （ 計 画 額 ） （　　　　　　　　）円

※     要   求   原   課

請求年月日請求番号 物品供用官所属氏名 係    員 要求者所属官職氏名

令和     年      月      日

第                         号 （ＴＥＬ　　　　　　） （ＴＥＬ 　　　　　）

※     下記物品の調達を要求してよろしいか。

物品番号 品          名 規　格 単位 数量

※     必要とする理由（具体的に配布先等も含めて記入のこと。書き切れない場合は別添とする。）

※   希    望    納    期

令和   　年　  　月　      日

　（令和　　　年　　　月　　　日）



別記第３号様式

物 品 番 号 品　　　 　名 型　　　　 式

製造会社名 製 造 番 号 納入業者名

購入年月日 購 入 価 格 耐 用 年 数

修　　　　 理 備　　　　　考

年　 月　 日 (修理会社等)
調達要求番号 金　　　　 額

修　　理　　記　　録　　簿

　物品供用官　　　　　　　　　　　　　　　

修  理  内  容



別記第４号様式

年　　　　月　　　　日

物　品　管　理　官　　殿

物品供用官
官職　 氏名

下記のとおり、管理換をしたい（受けたい）ので依頼します。

　　　　　記

保管場所

そ  の  他

期　　　間

輸送方法

相手方物品管理官等名

管理換協議依頼書

品　　　名

数　　　量

理　　　由



別記第５号様式

No. 物　品　番　号 品　　　　　　名 数量 単位 寸法（Ｗ×Ｄ×Ｈ：ｍ） 材　質
重量
（ｋｇ）

耐用
年数

物品供用官の所見

取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状

不用決定理由

×　　　　　×

×　　　　　×

×　　　　　×

×　　　　　×

×　　　　　×

×　　　　　×

不用決定資料（一般備品）

×　　　　　×



別記第６号様式

No. 物　品　番　号 品　　　　　　名 数量 単位 寸法（Ｗ×Ｄ×Ｈ：ｍ） 材　質
重量
（ｋｇ）

耐用
年数

メーカー名 物品供用官の所見

取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状

不用決定資料（家電リサイクル対象備品）

×　　　　　×

×　　　　　×

×　　　　　×

×　　　　　×

×　　　　　×

×　　　　　×

×　　　　　×

不用決定理由



別記第７号様式

No. 物　品　番　号 品　　　　　　名 数量 単位 寸法（Ｗ×Ｄ×Ｈ：ｍ） 材　質
重量
（ｋｇ）

耐用
年数

メーカー名 物品供用官の所見

取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状
取得年月日
取 得 方 法
取 得 金 額
使 用 実 績
現 状

不用決定理由

×　　　　　×

×　　　　　×

×　　　　　×

×　　　　　×

×　　　　　×

×　　　　　×

不用決定資料（パソコンリサイクル対象備品）

×　　　　　×


